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 東京大学教授・国分功一郎氏の『天皇への敗北』は、新潮新書の 200 頁ほどの小さな本

であるが、多くを教えられた。日本ほど、憲法について議論される国はない、殊に 9 条に

関する議論が多いらしい。民主主義と立憲主義の違いと関係について、「民主主義」とは「民

衆が権力を作り出す政治体制」のことで、政治権力の源泉があくまで民衆にあるというシ

ステムである。「立憲主義」とは「憲法に基づいて政治を行う原理」で、民主的に決定され

た政策でも憲法に書かれた価値に反するなら無効で、権力を制限するシステムである。民

主主義とは、民衆が権力を作る政治体制で、立憲主義とは、いかなる権力も制限される原

理のことである。「民主主義」と「立憲主義」は相互作用する緊張関係にある。 

安倍元政権は選挙で選ばれた自分たちが物事を決められるとし、集団的自衛権を行使で

きる安保法案を、閣議決定し、国会で決議した。民主的に進めた訳である。天皇は、憲法

1 条で、国の象徴、国民統合の象徴で、その地位は主権を持つ国民の総意に基づくと謳わ

れている。天皇は憲法によって、その地位が保証されている。だから、天皇は事ある毎に

「日本国憲法を守り、これに従って責務を果たす」と護憲を表明し、立憲主義を守ると言

っている。保守的な人々は、天皇の護憲的な発言に批判的になり、護憲的なリベラリスト

の中には、「私は天皇主義者だ」という人もいる。戦後、憲法秩序を守る成熟した態度が取

れなかったこともあり、天皇に頼ってしまったという事実も認めざるを得ない。国分氏は、

これを「天皇への敗北」と言い、同時にそれは「国民の敗北」であると指摘している。 

国分氏は、文芸評論家・加藤典洋氏の『敗戦後論』を取り上げて発展させ、「敗戦後論」

について、憲法学者、文学者などで喧々諤々の論争があったことを紹介している。当然、

天皇の責任を含む戦争責任問題、アジア諸国への謝罪問題、戦死者の慰霊問題などが論じ

られている。私は、それらの論争を読んでいないので、紹介できない。 

国分氏に刺激されて、私の「敗戦後論」を書いてみたい。戦争責任問題は、「東京裁判」

で A 級戦犯として起訴された 28 名のうち、7 名が絞首刑になった。後の人たちは皆、釈放

され、岸信介氏のように首相にもなった。BC 級戦犯の 984 名が死刑判決を受け、934 名に

執行されたとされている。BC 級戦犯の死刑者数があまりに多い。現地人の怒りを受け、裁

判は適正でないこともあったと聞く。残念で、気の毒である。これらは皆、戦勝国側の主

導で行った裁判である。昭和天皇は、責任を問われず、戦後の憲法で「象徴」に位置づけ

られた。「国体は護持」された訳である。「天皇陛下、万歳」と言って戦死を強要されたの

だから、天皇に責任がないとは言えない。私は死刑などを望んではいないが、せめて「退

位」はあっていいのではないかと思う。日本国民が自らの手で、戦争責任を問う例はない。

これが、戦後の日本を無責任体制にしたのではないか。その無責任体制と戦争被害の大き

さゆえに、2000 万人以上を殺害したアジア諸国への「謝罪」をしなかった。これは人倫に

反し、平和の構築を困難にする。しかも、歴史修正主義者が、アジア侵略を正当化する論

考を展開する事態である。過去の事実を認識し、間違いを率直に認めるところに共にある

「和解」が生まれるのではないか。令和天皇は、「過去の歴史を直視し、過去の歴史から謙

虚に学ぶ」と発言している。自民党右派の人たちは天皇の言葉を封じたいと思っているの

ではないか。4 月 29 日、武道館で行われた「昭和百年記念式典」では、自衛隊の楽隊は演

奏したが、天皇に発言させなかった。高市政権は、「敗戦後」を戦争準備に塗り替えようと

しているとしか思えない。またしても「天皇への敗北」ではないか。それは「国民の敗北」

であることを忘れまい。憲法の理念を貫徹する「立憲主義」の醸成こそが、今求められる。 


